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（１）

質問
項目

消費税率引き上げに関する、中小企業への支援策について

質
問
内
容

　2019年10月に消費税の引き上げが予定されています。中小企業にとって消費税の引き上げは、価格転嫁や賃金の見直し、あるいは仕
入価格の一層の上昇をともなうもので、経営上極めて影響の大きなものです。さらに今回は軽減税率、インボイス制度の導入も予定さ
れ、中小企業への負担は一層大きいと想定します。折しも、世界経済の減速と国内景気の状況変化が生じるなか、当会としては今回の
消費税の引き上げは凍結し、かつ中小企業に事務負担が傾斜的に重くなる軽減税率、インボイス制度の導入の白紙化が、中小企業経営
の見地からは妥当であると考えております。貴党のお考えをお聞かせ下さい。

日
本
共
産
党

日本共産党は今からでも消費税引き上げそのものを中止すべきと考えます。
景気動向指数が６年２カ月ぶりに「悪化」となり、政府も景気悪化の可能性を認めざるを得なくなっています。これまでの消費税増税
は景気回復期に行われましたが、それでも深刻な消費不況を招きました。今回は、景気後退の局面での５兆円に近い大増税です。米中
の「貿易戦争」も深刻化し、世界経済の減速や失速が警告されるなかで、家計を痛めつける増税は景気を悪化させるだけです。
自民党の萩生田光一幹事長代行は７月１日発表の「日銀短観」が示す景況感次第で「増税の延期もありうる」と述べました。７月以降
でも消費税増税の中止は可能です。10月からの増税は中止、この一点で団結し、参議院選挙で増税ストップの審判を下しましょう。
増税とセットで導入を狙っている複数税率とインボイス制度の導入、ポイント還元は、中小企業と消費者に新たな負担と混乱をもたら
すので反対です。

立
憲
民
主
党

消費税率の10％への引き上げは凍結します。また、軽減税率制度は廃止し、逆進性対策を行う場合は、最も効果的な対策である給付付
き税額控除によるものとします。

国
民
民
主
党

消費税率引き上げの際の前提である、社会保障の充実・教育の負担軽減、議員定数削減・行政改革、家計支援対策の実施も十分ではあ
りません。
社会保障財源は必要ですが、景気回復を十分に果たしておらず、消費が低迷し、景気も足踏みしています。また、軽減税率や複雑なポ
イント還元制度を伴う今回の引き上げは、消費者はもちろんのこと、中小企業への負担は一層大きくなり、混乱をもたらすだけですの
で、今、消費税率の引き上げを行うべきではないと考えます。

公
明
党

全ての世代が将来にわたって安心して暮らせる日本をつくり、将来世代に負担を先送りしないため、本年10月から消費税率の引き上げ
が実施される予定です。
　一方、日本の成長力を底上げするためには、日本経済の屋台骨である中小・小規模事業者の持続的な発展が不可欠であり、消費税率
引き上げに伴う万全の対応が求められます。中小企業においては、IT導入・設備投資支援による生産性向上支援、下請取引条件の適正
化の推進や働き方改革の実施支援等に取り組むべきと考えます。
　現在軽減税率制度の円滑な実施に向け、約五万回の中小企業者向けの説明会等の開催、軽減税率対応レジ導入等を支援する補助金の
補助率の引上げや補助対象の拡充を行うなど、さまざまな取組が進められています。引き続き、関係省庁と関係民間団体ともに緊密に
連携し、中小企業者の皆様の懸念払拭、支援策の周知徹底など、政府に強く要望してまいります。

自
由
民
主
党

軽減税率に対応するためのレジの導入や改修を行う事業者への支援策として、軽減税率対策補助金（レジ補助金）が措置されており、
制度が大幅に拡充しました。こうした補助制度の周知・広報を政府に対して一層促していきます。また、消費税増税にあたっては、平
成２４年の三党協議以来、自民党は実効性の高い転嫁対策を通じて、円滑かつ適正な消費税の転嫁を実現するべきと主張してきまし
た。転嫁拒否等に対する監視や取締りなどの万全な転嫁対策を講じていくよう政府に対して強く求め、転嫁対策調査官（転嫁Ｇメン）
の増員など、全国各地での監視・取締りの強化を行っているところです。さらに、商店街などの事業者への直接訪問等を通じて、消費
税転嫁に関する周知や取引上の問題などの実態把握などの取組も併せて充実させていきます。中小企業者を「下請いじめ」から守り、
円滑な転嫁を実現するよう、転嫁対策を強力に推進します。

愛知中小企業家同友会
各党の中小企業政策に関する質問への回答　（到着順）

愛知同友会の加藤明彦会長名で各政党（政党要件を満たし、かつ愛知県内に県連等の本部機能を持つ政党）に対して公開質問状を提出し、以下の回答をい
ただきました。

１．明らかな誤植については、修正の上掲載しています。
２．質問については各400字以内でお願いしました。到着順に上段より掲載しています。
３．愛知維新の会、社会民主党愛知県連合からは、残念ながら期限までに回答を頂くことはできませんでした。ご了承ください。
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